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一、台湾知的財産局への質問 

（１）＜特許＞最近の特許査定率の推移について教えて下さい。 

【回答：TIPLO 日本特許出願部部長范廣靖】 

2009 年、2010 年、2011 年及び 2012 年の特許査定率を次に示します。 

2009 年  61.9 ％ 

            2010 年  60.5 ％ 

           2011 年  57.4 ％ 

           2012 年  58.8 ％ 

 

（２）＜特許＞台湾専利法によれば、プログラムは保護対象にならないと聞いており

ますが、実務上プログラムクレームが許されているケースがあるとも聞きます。プロ

グラムクレームの取り扱いについてどのようにお考えでしょうか。 

【回答：TIPLO 日本特許第 3部副部長果栄宇（電気・電子・半導体）】 

現時点では、プログラムを対象とする特許も、保護対象になっています。現在の審

査では、対象についてはあまりこだわりがなく、内容において、特許規定に合致する

かどうかにより、保護できるかどうかを判断しています。即ち、プログラム特許で最

も用いられる「ミーンズ・プラス・ファンクション」の規定に合致するのであれば、

プログラムクレームとして認め、保護対象として扱うことができます。 

  

なお、近日、台湾では新規コンピュータプログラム基準の改定の公聴会が開かれま

した。プログラムを対象とするものを特許として認めるかどうかの討論が有りました。

結論はまだ出ておりませんが、プログラムを“プログラムプロダクト”に変更しない

かぎり、対象として認めないとの声が上がっており、今後、基準の改定により、状況

が変わるかもしれませんが、プログラム特許自体の否定はなく、あくまでも、対象の

変更があるかないかの問題でありますので、全体的に変わらないと考えられます。 

 

（３）＜特許＞２０１３年１月より新規性喪失の例外の適用範囲が「刊行物上の公開」

にまで拡大されましたが、今後、「展示」や「販売」といった特許を受ける権利を有

する者の自主的な行為にまで適用範囲を拡大することは検討されていますでしょう

か。 

【回答：TIPLO 日本特許出願部部長范廣靖】 

特許庁の話によると、新規性喪失の例外の適用範囲の拡大について、世界各国の制

度を参酌して適用範囲の改定を常に検討しているとのことです。 
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（４）＜実用新案＞最近中国では実用新案権の有効活用が一つのトピックになってい

ますが、一方日本では実用新案権はあまり活用されていません。台湾における実用新

案制度はほぼ日本と同様の制度になっていると理解していますが、当該制度の実効性

をどのように評価されているでしょうか。 

【回答：TIPLO 行政救済部弁護士・専利師廖文慈】 

2012 年度の台湾の実用新案出願の証書発行の公告件数は 23,528 件（台湾人による

特許、意匠、実用新案全ての出願の合計件数の 59.34%を占める）で、そのうち、外国

人は 1,115 件（外国人による特許、意匠、実用新案全ての出願の合計件数の 6.57%）

であったので、実用新案は主に台湾人が出願しています。 

実用新案は形式審査方式をとっているため、台湾人は進歩性のレベルが比較的に低

い技術を以て、実用新案を出願しています。一方、台湾人は同一創作において、同時

に特許と実用新案を両方出願する習慣（いわゆる「一案二重出願」）があり、その理

由は実用新案は出願日から約 6ヶ月で許可されたことが公告されるので、先に実用新

案権を以て、権利侵害者に対して権利を主張することができるからです。 

しかし、特許の審査に当たり、先願原則に反するため、知的財産局は一つを選んで

出願するよう出願人に通知します。もし出願人が特許を選んだ場合、旧法の規定によ

れば、実用新案権は初めから無効になるので、出願人にとって、極めて不利になりま

す。 

今年 6月 13 日より施行の改正特許法第 32 条は、前述の「一案二重出願」について、

中国と似たような「権利接続制」がとられ、すなわち出願人が、特許査定前に知財局

からの通知を受けた後、特許を選んだとき、その実用新案権は特許の公告日より消滅

すると明文で規定されました。 

但し、二重出願の出願人は、出願時にそれぞれ声明の義務を負い、もし二出願とも

未声明又はその中の一出願について未声明の場合、特許は付与されません。新法が実

施された後、実用新案の証書発行に迅速性があり、権利者にとって、ただちに権利侵

害者に対して権利を主張できることは有利で、なおかつ特許の権利に接続できるので、

ライフサイクルが短い技術内容の発明は、快速且つ有効に特許権を行使するため、実

用新案を同時に出願することをお勧めします。 

 

（５）＜商標＞商標審査実務に関連して、地理的名称はどのように審査されるのでし

ょうか。例えば、台湾ではあまり知られていない海外の都市の名前は一般的に商標登

録を受けることが可能なのでしょうか。 

【回答：TIPLO 日本商標部部長陳前呈】 

実務上、一般地理的名称に対する審査は《商標識別性に関する審査基準》4.5「地

理的名称又はその他の地理的出所を表示する標識」に定められている基準を参考にし

ながら、登録の可否を判断することになります。原則として「記述的な地理的名称」

は商品の出所を識別する標識にならないため、識別性を具えないものと扱われます。    

但し、「任意的な地理的名称」、「旧地名と珍しい地名」は指定商品又は役務とは関連

性がなく、又は長期間の未使用により地理的出所表示の機能を失った場合、商標とす

べき識別性を有すると認められます。 

登録例①：江原道-CL.3,21 

登録例②：越  州-CL.33 

登録例③：島  根-CL.29,30,31 

 

拒絶例①：鳥  取-日本地名 

拒絶例②：阿猴城-台湾屏東の旧地名 

拒絶例③：六  堡-中国地名 
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拒絶例④：開  城-朝鮮の都市名 

拒絶例⑤：阿勒頗-シリア都市アレッポの中国語訳名 

 

（６）＜商標＞小売商標と商品商標のクロスサーチについて、小売役務審査基準５．

２．３によれば、原則として小売商標と商品商標のクロスサーチは行わず、例外的に

「商品と当該商品の小売役務に密接な関係があると認められる場合」には類似すると

の説明がされています。この「商品と当該商品の小売役務に密接な関係が認められる

場合」とは具体的にどのような場合でしょうか。 商標の著名度や企業の多角経営の

有無、あるいはその商品の流通ルートの実情などを考慮して、同一の出所と混同され

る可能性がある場合には類似とされるということでしょうか。 

【回答：TIPLO 日本商標部部長陳前呈】 

《小売サービスに関する審査基準》5.2.3 では原則として特定商品の小売役務と商

品のクロスサーチが不要となっていますが、一般の社会通念及び市場取引の状況によ

り、消費者に提供した役務及び商品の出所が同一又は同一ではないが関連のあるもの

と混同誤認させやすいものは相互に検索する必要があります。 

 

これに関して《混同誤認のおそれに係る審査基準》5.3.11 には「商品と役務の間

にも類似する情況が存在する。例えば役務の目的が特定商品の販売、装置又は修繕等

を提供するものであれば、当該役務と当該特定商品の間には類似関係が存在する」と

規定されており、弊所が扱った案件及び実務上（下記をご参照）において商品及び役

務の間には消費者に商品出所の混同誤認を引き起こす虞があるため、その商品・役務

には相当な関連性が存在すると認められた実例があります。 

実例①：松 屋-CL.35 VS 松の屋-CL.29異議成立 

実例②：龍 泉-CL.29 VS 泉 龍-CL.35異議成立 

実例③：DONALD DUCK 図-CL.30,32 VS 全家福及び図-CL.35、 

異議成立 

 

また、《『混同誤認の虞』に関する審査基準》によれば、混同誤認のおそれの有無を

判断する際に、下記8項目の関連要素を参考にすべきであることが明記されています。 

①商標識別性の強弱。 

②商標が類似するか否か並びにその類似の程度。 

③商品／サービスが類似するか否か並びにその類似の程度。 

④先権利者の多角化経営の情況。 

⑤実際の混同誤認の事情。 

⑥それに係る消費者の各々の商標に対する熟知の程度。 

⑦係争商標の出願人が善意であるや否か。 

⑧その他の混同誤認の要素。 

 

その他、知財局が『特定商品の小売・卸売り』と該当『特定商品』間の類似検索関

係参考表を作成したので、添付１をご参照いただきたい。
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（７）＜意匠＞２０１３年１月より台湾でも部分意匠制度が導入されたと理解してい

ますが、どのような基準で類否判断がされるのでしょうか。また、部分意匠から全体

意匠、全体意匠から部分意匠への補正は認められるのでしょうか。 

【回答：TIPLO 日本特許第 2部部長高文欽（機械・意匠）】 

はい。現行の専利審査基準第 3篇第８章では、部分意匠についての審査基準が説明

されています。また、類否判断に関連する部分の審査基準は、第 8章の 3.2 の新規性、

3.3 の創作性、及び 3.4 の先出願原則に説明されていますが、その訳文は、以下のと

おりです。 

3.2 新規性 

部分意匠（部分設計）の新規性を審査する際に、審査官は一般消費者が商品を購

入しようとするときの観点を模擬し、意匠明細書及び図面に開示された意匠登録を

受けようとする意匠を対象とし、もし意匠登録を受けようとする意匠が開示した外

観が、引用文献においての単一の公知の意匠に相応する部分と同一又は類似してい

る上、該意匠に係る物品が同一又は類似するものである場合、同一又は類似の意匠

と認定すべきであり、新規性がない。 

新規性を審査する際に、対比に使用できる公知の意匠は、既に引用文献の中に開

示された内容を基準とするが、例えば、既に公開又は公告されている登録意匠の図

面に開示された「意匠登録を受けようとしない部分（意匠を主張しない部分）」又

は参考図において開示された意匠でも、その開示の程度は、もし当該意匠の属する

技芸分野において通常の知識を持っている者がその内容を理解してそれに基づい

て実現できる程度のものであれば、それらとも引用文献の一部分に属する。 

3.2.1 物品が同一か類似かについての判断  

部分意匠（部分設計）の意匠が係る物品を認定する場合、図面に開示された内容

を以って意匠が係る物品に記載された名称に対照することを判断の基礎とし、意匠

登録を受けようとする意匠に係る物品と公知の意匠の意匠に係る物品とが同一か

又は類似かを判断しなければならない。 

例えば、意匠登録を受けようとする意匠に係る物品が、ある物品における一部の

コンポーネンツである場合、物品が同一か類似かについての判断は、当該物品のコ

ンポーネンツを対象として、当該物品のコンポーネンツの用途、機能について物品

が同一か類似かを判断しなけれならない。例えば、「自動車のランプ」の部分意匠

の場合、当該意匠に係る物品は「自動車に係る『ランプ』」であり、「自動車」その

ものでもなければ、その他の分野に係る「ランプ」でもない。 

3.2.2 外観が同一か類似かについての判断 

部分意匠の外観が公知の意匠と同一か類似かを判断する場合、図面における「意

匠登録を受けようとする部分（意匠を主張する部分）」の全体外観を対象とし、公

知の意匠における相応する部分と対比しなければならない。「意匠登録を受けよう

としない部分（意匠を主張しない部分）」の外観は、意匠登録を受けようとする意

匠の範囲ではないが、これを、「意匠登録を受けようとする部分」の当該物品全体

の形態の中（環境中）での位置、大きさ、分布範囲を解釈するのに用いることがで

きるので、外観が同一か類似かを判断する場合、やはり参酌すべきである。 

即ち、部分意匠の「意匠登録を受けようとする部分」が公知の意匠における相応

する部分と同一で、且つ「意匠登録を受けようとする部分」の当該物品全体の形態

の中（環境中）での位置、大きさ、分布範囲などの関係が、公知の意匠におけるの

とほぼ同一である場合、外観が同一であると認定すべきである。もし「意匠登録を

受けようとする部分」が公知の意匠における相応する部分と同一又は類似しており、

「意匠登録を受けようとする部分」の当該物品全体の形態の中（環境中）での位置、



 
 

5 
 

大きさ、分布範囲が、公知の意匠におけるのと異なるが、それらの関係が当該物品

の分野においてよく見られるものである場合、原則上は外観が類似していると認定

すべきである。逆に、「意匠登録を受けようとする部分」の全体外観が公知の意匠

における相応する部分と同一でも類似でもない場合、又はたとえ、「意匠登録を受

けようとする部分」の全体外観が公知の意匠における相応する部分と同一又は類似

しているが、その「意匠登録を受けようとする部分」が当該物品全体の形態の中（環

境中）での位置、大きさ、分布範囲が当該種類物品の分野においてよく見られるも

のではない場合、外観が同一でも類似でもないと認定すべきである。 

 

3.2.3 事例 

例 1：意匠に係る物品についての判斷 

公知の意匠 

「自動車用ヘッドランプ」 

意匠登録出願 

「自動車におけるヘッドランプ」 

 

 
[説明] 

右図に示す「自動車におけるヘッドランプ」の部分意匠で意匠登録を出願する場合、

当該意匠に係る物品が「自動車の前面に使用される『灯具』」であり、左図に示す公

知の意匠である「自動車用ヘッドランプ」とは同一の物品であるし、且つ両者の外観

が同一であるため、両者は同一の意匠に属し、当該意匠には新規性がない。 

 

例 2：「意匠登録を受けようとする部分」が公知の意匠における相応する部分と同一

である場合 

公知の意匠 

「カメラ」 

意匠登録出願 

「カメラのレンズ」 

 
 

[説明] 

右図に示す「カメラのレンズ」で部分意匠の意匠登録を出願する場合、その「意匠登

録を受けようとする部分」は、左図に示す公知の意匠における相応する部分とは、同

一の物品の同一の外観であるため、両者は同一の意匠に属し、当該意匠には新規性が
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ない。 

上記の２つの図例について、逆に左図に示す「カメラ」で全体意匠の意匠登録を出願

する場合、右図に示す公知の意匠は「カメラのレンズ」の部分意匠であるが、当該カ

メラの全体意匠は公知の意匠に開示された内容（「意匠登録を受けようとする部分」

と「意匠登録を受けようとしない部分」とからなる全体意匠）とは同一の意匠である

ため、当該意匠にはやはり新規性がない。 

 

例 3：「意匠登録を受けようとしない部分」そのものの内容は、意匠登録を受けよう

とする意匠の外観を特定するのに用いてはならない 

公知の意匠 

「カメラのレンズ」 

意匠登録出願 

「カメラのレンズ」 

  

[説明] 

右図に示す「カメラのレンズ」の部分意匠で意匠登録を出願する場合、その「意匠登

録を受けようとする部分」は、左図に示す公知の意匠における相応する部分とは、同

一の外観であり、「意匠登録を受けようとしない部分」の外観は異なるが、両者の「意

匠登録を受けようとする部分」は当該物品全体の形態の中（環境中）での位置、大き

さ、分布範囲が、ほぼ同一であるため、同一の物品、同一の外観であると認定すべき

であり、両者は同一の意匠に属するため、当該意匠には新規性がない。上記の２つの

図例について、逆な場合でも新規性がない。 

 

 

例 4：「意匠登録を受けようとする部分」の当該物品全体の形態の中（環境中）での

位置、大きさ、分布範囲が異なる場合 

公知の意匠 

「カメラのレンズ」 

意匠登録出願 

「カメラのレンズ」 
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[説明] 

右図に示す「カメラのレンズ」の部分意匠で意匠登録を出願する場合、その「意匠登

録を受けようとする部分」が、左図に示す公知の意匠における相応する部分とは、同

一の外観であり、両者の「意匠登録を受けようとする部分」は当該物品全体の形態の

中（環境中）での位置、大きさについての関係が異なるが、このような関係はやはり

この類の物品分野においてよく見られるため、外観が類似していると認定すべきであ

り、両者は類似の意匠に属するため、当該意匠には新規性がない。 

上記の２つの図例について、逆な場合でも新規性がない。 

 

3.3 創作性 

3.3.1 創作性の判断基準 

部分意匠の創作性を審査する際に、主に「意匠登録を受けようとする部分（意匠を

主張する部分）」の全体を対象とし、それが容易に思いつくかどうかを判断する。も

しそれが当該意匠の属する技芸分野において通常の知識を持っている者が公知の意

匠に基づいて、出願時の通常知識を参酌することにより、当該公知の意匠を、模倣や

転用や置換や組合などの簡単な設計手法で容易に当該部分意匠を完成できるもので

あって、且つ特異の視覚効果をもたらせないものであれば、容易に思いつくと認定す

べきであり、創作性がない。 

「意匠登録を受けようとしない部分（意匠を主張しない部分）」は、意匠に係る物

品又はその部分が当該物品全体の形態の中（環境中）での位置、大きさ、分布範囲を

表現するのに用いられるものであるため、「意匠登録を受けようとしない部分（意匠

を主張しない部分）」の創作性を考慮する必要はない。但し、該「意匠登録を受けよ

うとする部分」の、当該物品全体の形態の中（環境中）での位置、大きさ、分布範囲

が、この類の物品においてよく見られるものでない場合は、やはり当該位置、大きさ、

分布範囲についての差異は、その他の公知の意匠及び出願時の通常知識を参酌してな

された簡単な手法であるか否かを判断すべきであり、これを以って当該部分意匠が容

易に思いつくものであるか否かを判断する。 

例えば、意匠登録を受けようとする意匠は「スプーンの柄」の形状である場合に、

それと公知の意匠との差異について、単に同一でも類似でもない物品の分野において

の「金槌の柄」の形状をそのまま転用したものである場合は、創作性を判断しなけれ

ばならない範疇に属する。また、例えば、意匠登録を受けようとする意匠が「靴ソー

ル」における模様の部分意匠である場合に、それが単に公知の靴の表面にあった模様

を該意匠登録出願に係る靴ソールに応用しただけで、該靴ソールにおける模様の意匠

は、この類の物品によく見られる位置に設けられたものではないが、もしその他の引

用文献の公知意匠を参酌することにより、靴の表面にあった模様を靴ソールの意匠に

応用したことが公知の応用手法であることを知り得たならば、それはやはり容易に思

いつく意匠に属する。 
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3.3.2 事例 

例 1：直接転用（そのままの転用） 

先願 

「金槌の柄」 

後願 

「スプーンの柄」 

 
 

[説明] 

右図に示す「スプーンの柄」の部分意匠で意匠登録を出願する場合、それは単にそ

の他の物品の技芸分野においての外観である左図に示す「金槌の柄」をそのまま転用

しただけであるため、容易に思いつくと認定すべきであり、創作性がない。 

 

 

例 2：「意匠登録を受けようとする部分」の変更後の位置が、この類の物品によく見

られる位置ではない場合 

公知の意匠 1 

「運動靴の部分意匠」 

意匠登録出願 

「靴ソールの部分意匠」 

 

 

公知の意匠 2 

「運動靴」 

 
[説明] 

右図に示す「靴ソール」の部分意匠で意匠登録を出願する場合、それは公知の運動

靴の表面にあった模様（例えば、左図に示す公知の意匠 1）を該意匠登録出願に係る

靴ソールに応用したもので、当該靴ソールの模様の意匠は、この類の物品によく見ら
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れる位置に設けられたものではないが、その他の引用文献の公知の意匠（例えば、左

図に示す公知の意匠 2）を参酌すれば、運動靴の表面にあった模様を靴ソールの意匠

に応用することは公知の応用手法であるのを知りえた場合、容易に思いつくと認定す

べきであり、創作性がない。 

 

3.4 先出願原則 

3.4.1 先出願原則の判断基準 

先出願原則とは、同一の者から二以上の同一又は類似の意匠登録出願があった場合、

単に最も先に出願した者のみが意匠登録を受けることができることを指す。そして同

一の者又は同一でない者から、同日に同一又は類似の意匠登録出願があった場合は、

期間を限定していずれかを選んで出願をすることを出願人に通知しなければならな

い。先出願原則を審査する際には、両者の意匠登録を受けようとする意匠を対比の範

囲とし、これを以ってその両者がダブルパテントであるか否かを判断しなければなら

ない。即ち、もし当該２つの出願とも部分意匠の意匠登録出願である場合、その対比

の範囲は、図面における「意匠登録を受けようとする部分」を基準としなければなら

ない。「意匠登録を受けようとしない部分」そのものの内容は外観を対比する範囲と

してはならないが、「意匠登録を受けようとする部分」を当該物品全体の形態の中（環

境中）での位置、大きさ、分布範囲を特定するのに用いてもよいし、出願の意匠に係

る物品を認定するのに用いることもできる。よって、当該２以上の意匠登録出願の「意

匠登録を受けようとする部分」が同一で、且つその部分について当該物品全体の形態

の中（環境中）での位置、大きさ、分布範囲がほぼ同一である場合、それらを同一の

意匠であると認定すべきである。もし「意匠登録を受けようとする部分」が公知の意

匠における相応する部分と同一か又は類似しており、「意匠登録を受けようとする部

分」の当該物品全体の形態の中（環境中）での位置、大きさ、分布範囲などについて

の関係が異なるが、それらの関係がやはりこの類の物品の分野においてよく見られる

ものである場合、原則上、両者が類似していると認定すべきである。 

また、もし当該２つの意匠登録出願の中の一方が全体意匠であり、他方が既に前者

の一部分に開示されている部分意匠である場合、その対比の範囲は、全体意匠に開示

された全体と部分意匠での「意匠登録を受けようとする部分」とを対比しなければな

らない。この２つの意匠登録出願の意匠の内容が異なるなら、原則上、同一でも類似

でもないと認定すべきであり、両者ともに意匠登録を受けることができる。 

また、説明すべきことは、もし同一でない者による同出願日でない２つ以上の意匠

登録出願が同一又は類似している意匠である場合、「擬制新規性喪失」の規定を適用

して、先願が公告された後になってから、始めて後願の審査をしなければならないこ

とである。また、「擬制新規性喪失」を審査する際の引用文献として、先願の明細書

又は図面に既に開示された内容を利用することができ、単に先願の「意匠登録を受け

ようとする意匠」を対比の範囲とすることだけに限らない。 
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3.4.2 事例 

例 1：  

先願 

「カメラのレンズ」 

後願 

「カメラ」 

 
 

[説明] 

もし同一の者が「カメラのレンズ」の部分意匠及び「カメラ」の全体意匠を以って、

前後に意匠登録出願をした場合、先願の「意匠登録を受けようとする部分」であるカ

メラのレンズ部分を後願のカメラの全体と対比をしなければならない。この２つの意

匠登録出願に係る意匠は同一でも類似でもないので、後願は先出願原則の規定に違反

しない。 

上記の２つの図例について、逆な場合でも同じである。 

 

 

例 2：  

先願 

「カメラのレンズ」 

後願 

「カメラのレンズ」 

  

[説明] 

もし同一の者により出願された前後の意匠登録出願の何れもカメラのレンズであり、

同一の物品である場合、それらの「意匠登録を受けようとする部分」の外観が同一で、

且つその部分の当該物品全体形態の中（環境中）での位置、大きさ、分布範囲につい

ての関係がほぼ同一である場合、外観が同一で、両者が同一の意匠であると認定すべ

きであり、後願は先出願原則の規定に違反する。 
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例 3：  

先願 

「カメラのレンズ」 

後願 

「カメラのレンズ」 

  

[説明] 

先願と後願との「意匠登録を受けようとする部分」は、カメラのレンズの部分である

ことが同一で、その部分の当該物品全体形態の中（環境中）での位置、大きさ、分布

範囲についての関係が異なるが、これらの関係はやはりこの類の物品の分野において

よく見られるものなので、原則上は両者が類似していると認定すべきであり、後願は

先出願原則の規定に違反する。但し、もし先願と後願とも同一の者による出願である

場合、後願を先願の関連意匠の出願にすることができる。 

 

 

（7）の 2の質問：部分意匠から全体意匠、全体意匠から部分意匠への補正は認めら

れるのでしょうか？ 

【回答：TIPLO 日本特許第 2部部長高文欽（機械・意匠）】 

はい。再審査拒絶査定書が発行される前ならば、部分意匠から全体意匠、又は全体

意匠から部分意匠への補正は認められます。 
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二、台湾知的財産裁判所への質問 

（１）最近の特許無効化率の推移について教えて下さい。 

【回答：TIPLO 法律部弁護士・弁理士楊益昇】 

特許侵害案件における無効化率については、添付２-１の説明をご参照いただきたい。 

 

（２）訴願を担当する経済部と、裁判所の関係について教えて下さい。 

【回答：TIPLO 行政救済部弁護士・専利師廖文慈】 

経済部は行政院管轄の機関ですが、裁判所は司法院管轄の機関であり、 

両者は同じ管轄の行政機関ではありません。但し、行政救済案件において、拒 

絶査定に対して不服の申立、または無効審判に対する不服の申立は、まず経済 

部に訴願を提出し、訴願の決定になお不服の場合、始めて裁判所に訴訟を提起 

することができます。もし裁判所が経済部が下した訴願決定に不当または違法 

なところがあることを認めたときは、訴願決定を破棄する旨の判決を下すこと 

ができ、経済部もその判決に拘束され、判決趣旨に従って、新たな訴願決定を 

下さなければなりません。 

 

（３）経済部の判断が裁判所で覆る確率はどの程度でしょうか。 

【回答：TIPLO 行政救済部弁護士・専利師廖文慈】 

特許行政訴訟行政処分の取消し比率： 

2008.07.01～2012.12.31：30.40% 

2011.01.01～2012.12.31：21.37% 

商標行政訴訟行政処分の取消し比率： 

2008.07.01～2012.12.31：14.78%  

2011.01.01～2012.12.31：20.81%。 

 

 

（４）日本における知的財産訴訟（係争事件）の新受件数ここ１０年９０～１２０件

／年で推移していますが、台湾ではいかがでしょうか。他国と比較して台湾の知財訴

訟件数は多いでしょうか。 

【回答：TIPLO 法律部弁護士・弁理士楊益昇】 

知的財産裁判所の 2008 年 7 月 1日設立以来、知的財産案件の受理件数及び終結件

数の比率（2013 年 9 月 30 日まで）については、添付２-２の通りとなっています。

民事事件の終結状況（2013 年 6 年 30 日まで）については、添付２-３をご参照いた

だきたい。 
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（５）裁判官には基本的に法学部等の文科系出身の方がなられることが多いと思いま

すが、最先端の技術的事項を扱う特許関連事件のときに、裁判官の技術に関する理解

を助けるためにどのような制度がありますか。日本では、常勤の調査官が知財高等裁

判所に１１名、東京地方裁判所に７名、大阪地方裁判所に３名おり、事件ごとに専門

委員（学者や弁理士）が選ばれることもあります。 

【回答：TIPLO 行政救済部弁護士・専利師廖文慈】 

目下、知的財産裁判所の裁判官は 15 名で、そのうち 3 名は技術的バックグラウン

ドを有し、そのほかは法学専門です。また、知的財産裁判所には、技術審査官が 13

名おり、性質上は裁判官の常勤補佐官であり、知的財産裁判所は審理する個々の特許

案件について、技術審査官を派遣し、技術意見を参考として裁判官に提供し、並びに

訴訟手続きに全面的に参与させています。技術審査官のうち、12 名は知的財産局から

経歴の長い特許審査員が異動してきたものであり、1名は裁判所に採用された者です。

それぞれ以下の技術分野の専門知識をもっています。 

機械（土木、医学エンジニアリング、日用品を含む）：5名 

電子、電機、情報：5名 

化学、化工、バイオ医学：2名 

意匠：1名 

 

このほか、司法院には別途に裁判官が専門的問題を諮問できる専門家による諮問制

度が設けられています。裁判所は具体的なケースについて専門家を選任しますが、裁

判所の常勤ではないので、裁判所からケース別に報酬を支給していて、これは技術審

査官の役務に類似していますが、一般として諮問する専門家は知的財産の法律知識を

持っていないので、技術上の争点についての解析が知的財産法律の要求に合致しない

時もあります。又、諮問専門家は技術審査官のように、訴訟手続きに全面的に参与し

ないので、目下、実務上において諮問専門家を選任して訴訟に協力させる状況は極め

て少ないです。 

 

（６）裁判において小売商標と商品商標との類否が争われた事例はありますでしょう

か。あれば紹介して下さい。 

【回答：TIPLO 日本商標部部長陳前呈】 

小売商標と商品商標の類似性に係る訴訟実例 

 

《案例① 商標登録 出願第 96011373 号“Amy520 及び図形”商標》 

当 事 者 原 告：廖惠美 

被 告：経済部智慧財産局 

管 轄 裁 判 所 知的財産裁判所 

判 決 番 号 97年度行商訴字第40号 

関 連 法 条 改正前商標法第23条第1項第13号 

判 決 主 文 ①原告の訴えを棄却する。 

②訴訟費用は原告の負担とする。 
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事 実 概 要 原告は2007年3月14日に“Amy520及び図形”商標（以下、係争商標）

を、改正前商標法施行細則第13条で定める《商品及び役務分類表》

第35類『衣服の小売、化粧品の小売、通信販売…』等役務に指定し、

登録出願をした。被告の審査の結果、係争商標が先登録第857831（衣

服）、911075（マニキュア液）、1245338（通信販売）号商標と近似

し、且つ指定使用の商品／役務が類似であり、出所について関連消

費者の混同誤認を引起す虞があることを理由に、2008年4月7日付第

306403号商標拒絶査定書をもって登録出願を拒否する処分をした。

原告は不服として、訴願を提起したが、棄却されたので、本裁判所

に行政訴訟を提起した。 

判 決 結 果 係争商標の指定役務と先登録の該特定商品の間には類似関係があ

り、且つそれらの性質、内容、提供者等の要素において共通又は関

連性を具えているため、一般の社会通念及び市場の取引状況により

相当程度の類似関係が存在している。 

裁 判 期 日 2008年11月13日 

 

 

《案例② 商標異議 登録第 1237534 号“正双鳳及び図形”商標》 

当 事 者 原 告：陳梅錫 

被 告：経済部智慧財産局 

参加人：世雄塑膠廠  陳世陽 

管 轄 裁 判 所 知的財産裁判所 

判 決 番 号 99年度行商訴字第6号 

関 連 法 条 改正前商標法第23条第1項第13号 

判 決 主 文 ①原告の訴えを棄却する。 

②訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 概 要 原告は2006年3月8日に“正双鳳及び図形”商標（以下、係争商標）

を、改正前商標法施行細則第13条で定める《商品及び役務分類表》

第35類『プラスティック製品の小売、食品及び飲料の小売…』等役

務に指定し、登録出願をし、第1237534号商標の登録を受けた。参加

人は2007年2月2日に登録第1192351（プラスティック製の容器）、

1202008号（ビニール袋）商標を根拠にして係争商標が改正前商標法

第23条第1項第12、13、14号の規定に違反するとして異議申立を提起

した。原告は2007年5月10日に被告へ係争商標の『食品の小売』役務

の減縮手続を行った。被告の審査結果、係争商標に改正前商標法第

23条第1項第13号規定を適用し、2009年6月8日付中台異字第

G00960137号異議決定書をもって「係争商標の登録を取消す」という

処分を下した。原告は不服として、訴願を提起したが、棄却された
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ので、本裁判所に行政訴訟を提起した。 

判 決 結 果 係争商標が指定しているプラスティック製品の小売役務はプラステ

ィック製の容器、袋等の商品を販売する目的とするものであり、根

拠商標の指定商品とは消費者層がかなり類似し、且つそれらの製造

者、販売通路、取引場所も共通又は関連性を具えているため、一般

の社会通念及び市場の取引状況によりそれらが同一又は関連の出所

であるとの消費者の混同誤認を引起す虞がある。 

裁 判 期 日 2010年5月20日 

 

 

《案例③ 商標無効審判請求 登録第 1366224 号“SEED”商標》 

当 事 者 原 告：聖地亞精品有限公司 

被 告：経済部智慧財産局 

管 轄 裁 判 所 知的財産裁判所 

判 決 番 号 100年度行商訴字第14号 

関 連 法 条 改正前商標法第23条第1項第13号 

判 決 主 文 ①原告の訴えを棄却する。 

②訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 概 要 原告は2008年10月20日に“SEED”商標（以下、係争商標）を、改正

前商標法施行細則第13条で定める《商品及び役務分類表》第18類『札

入れ…』等役務に指定し、登録出願をし、第1366224号商標の登録を

受けた。被告審査官は係争商標が改正前商標法第23条第1項第13号の

規定に違反するとして無効審判請求を提起した。被告で審査した結

果、係争商標に前記規定を適用し、2010年9月13日付中台評第990151

号審決書をもって「係争商標の登録を取消する」という処分を下し

た。原告は不服として、訴願を提起したが、棄却されたので、本裁

判所に行政訴訟を提起した。 

判 決 結 果 係争商標の『鞄…』等指定商品と、無効審判請求の根拠である登録

第 1409033 号“Seed”商標が指定している『…札入れの小売…』等

役務は、購買者、販売通路及び取引場所等の要素において共通又は

関連性を具えているため、両商品／役務の間には高度の類似関係が

存在するはずである。 

裁 判 期 日 2010年7月14日 
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（７）意匠権侵害訴訟で原告（意匠権者）が勝訴した事例はありますでしょうか。あ

れば紹介して下さい。 

【回答：TIPLO 法律部弁護士・弁理士楊益昇】 

司法院法学資料検索システムの資料によると（検索期間 2008 年 7月 1 日から 2013

年 10 月 30 日まで）、知的財産裁判所での意匠権侵害の第一審判決は計 46 件あり、そ

のなかの 14 件が勝訴判決で、勝訴率は約 30%、損害賠償金の最高金額は 1490 万台湾

ドル（101 年度民専訴字第 34 号民事判決）となっています。 
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三、台湾特許庁（知的財産局）最近の主要政策と措置 

 

1 特許審査官人数の増員と審査速度の向上 

（1）審査官の人数に関して：台湾知的財産局は、2007 頃以降、新規合格審査官、任

期限定審査官及び兵隊代替役助手審査官などの拡大登用に向けて、内部研修を強化し

てきた。2013 年 9 月現在、在籍審査官の人数はおよそ 340 名ほどに増員されて、従来

の 200 名程度より大幅に陣営が強化された。審査官の増員と連動して、2010 年頃から

15 万件ほどの未審査特許出願案件のバックログが次第に解消され、それにつれて OA

の発行件数も大幅に増加した。現在平均で審査請求以降 35ヶ月ほどで初回 OA の発行

が期待できるようになっている。 

（2）審査実務の変動：審査官の増員と共に、審査速度も 90 年代末から 2009 年まで

の間と比べて相当の向上が図られた他、審査の質も若干向上したように感じられる。

但し未審査案件の解消のノルマに圧迫されて、外国対応出願案件に対する審査意見を

参考にする OA が増える以外、外国語の引用資料を機械翻訳だけ掛けて添付するよう

なやや乱暴な扱いも時折見られる。その他、一時ややゆるくなった査定の傾向が、内

部の調整などを経て、最近は必ず審査意見が一回ぐらい出されてからの査定になって

きている。 

 全体的に見れば審査の厳しさは日本の審査実務ほど厳しくはないと思われる。 

 因みに台湾知的財産局への出願の特許査定率は 60～70％のレベルと思われる。（公

式の統計数字は欠如だが）。TIPLO 経由の特許出願案件の査定率はおよそ 75～80％で

ある（出願人によって異なる）。 

 

2 特許審査体制の国際調和 

（1）加速審査制度の導入：日本をはじめとする主要各国に対する対応特許出願の査

定処分若しくは OA の提示に基づいて、台湾に於ける特許出願に対する加速審査を請

求することを可能にした制度である。2010 年より正式に施行され制度である。詳細は

添付３をご参照いただきたい。 

 

（2）PPH 特許審査ハイウェイ制度の導入（台湾知的財産局と日本特許庁間）：台湾に

おける特許出願案件の日本対応出願案件が特許査定を受けた場合、台湾の特許出願案

件が当該日本の査定特許と範囲が一致すれば、台湾知的財産局に対して特許審査ハイ

ウェイのルートを利用して、優先的に審査を得て査定を受けられるよう申請すること

が可能である。2012 年 5 月より発効。詳細は添付４をご参照いただきたい。 

 

（3）情報提供制度の導入：特許出願が公開広報に掲載されてから特許が査定される

までに、第三者がその特許出願は特許を与えられるべきでないと考えた場合、意見又

は理由の陳述に関係書類を添付して知的財産局へ提出することが出来る。但し、知的

財産局はその提供資料の運用方法又は運用結果を提供者へは知らせない。匿名による

情報提供は受理されないが、提供者から提供者の氏名を公開しないよう特許庁へ要求

することが出来る。 
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添付３ 

台湾特許出願における加速審査正式施行に関するご案内 

―2010 年度の新制度について 

  

拝啓 時下益々ご隆昌のこととお喜び申し上げます。 

平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。 

  

さて、台湾特許庁は特許出願の審査待ち時間を短縮するために 2009 年 1月 1 日よ

り 1年間を試行期間として加速審査制度を導入し、試行の効果を鑑みてよりよく出願

人に利用してもらえるよう、2010 年 1月 1 日より申請に必要な条件を更に緩和して正

式施行することとしました。この新しく施行される加速審査制度を利用すれば、6ヶ

月ないし 9ヶ月で審査結果を出願人に送付することができることとなります。加速審

査制度を下記の通りにご紹介申し上げます。ご参考として頂ければ幸いです。 

  

次の三つの条件のいずれかに合致すれば加速審査を請求することができます。 

（a）台湾出願の外国対応出願が特許査定を受けた場合、加速審査を請求することが

できる。 

 この場合、次の書類を提出する必要がある。 

（1）外国対応出願の特許公報及びクレームの中文訳、または特許査定を受けて公

告されていない場合、特許査定書のコピー、クレーム及びクレームの中文

訳。 

（2）外国対応出願が審査中の場合、受けた審査意見通知書及びサーチレポート。

これらの書類が中国文または英文でない場合、中文の訳文を提出すべき。 

（3）台湾特許出願のクレームと外国対応出願のクレームの相違点説明。 

（4）外国対応出願が審査中、引例が審査官に提示され、その引例が特許文献では

ない場合、その特許文献のコピーを提出すべき。 

 この場合は書類完備の日から 6ヶ月以内に審査結果通知が発行されることとなる。 

  

（b）台湾出願の外国対応出願がまだ特許査定を受けていないが、米国、日本または

ヨーロッパ特許庁からオフィスアクションを受けた場合、加速審査を請求することが

できる。[増設項目！] 
この場合、次の書類を必要とする。 

（1）日本、米国又はヨーロッパ特許庁の発行したオフィスアクションの審査対象

となるクレーム及びクレームの中文訳。 

（2）そのオフィスアクションのコピー及びサーチレポートのコピー、これ 

   らの書類が英文でない場合、その中文訳を提出すべき。 

（3）当該対応外国出願のクレームと台湾出願のクレームの相違点説明。 

（4）そのオフィスアクション又はサーチレポートに新規性又は進歩性がないコメ

ントが含まれる場合、答弁の理由を提出すべき。 

（5）オフィスアクションに提示された引例が特許文献でない場合、その引例のコ

ピーを提出すべき。 

 この場合は書類完備の日から 9ヶ月以内に審査結果通知が発行されることとなる。 

  

（c）出願人による商業上の実施行為がある場合、加速審査を請求することができる。

[増設項目！] 
この場合、次の書類を必要とする。 

（1）  出願人が商業上の実施を行うために、早期に特許性の有無を確定したい場合、

その商業上の実施に該当する証明資料、例えば、契約書、カタログなどを提
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出すること。 

 この場合は書類完備の日から 9ヶ月以内に審査結果通知が発行されることとなる。 

  

 加速審査制度は 2009 年 1 月 1日より 1年間を期限として試行され、特許庁の統計

データによれば、2009 年 1 月から 10 月までに計 500 件あまりの加速審査請求案件が

あり、平均 50 数日間で審査結果が発行されたことも併せてご報告申し上げます。 

  

以上の情報を宜しくご参照いただき、必要があれば、加速審査請求をご利用頂くこ

とをお勧めいたします。 

  

 引き続きご高誼ご指導くださいますよう何卒宜しくお願い申し上げます。 

 皆様のご多幸と一層のご発展を心よりお祈り申し上げます。 

  

敬具 

 

 

添付４ 

 

2012 年 04 月 17 日 

5 月 1 日より特許審査ハイウェイ（PPH）が試行 

  

日本台湾間で、いよいよ 2012 年 5 月 1日より特許審査ハイウェイ（PPH）が試行さ

れる。これは経済部が窓口となって「日台民間投資取決め（台日投資保護合作協議）」

を結び「台日産業連携推進オフィス」が設立されて以後、日台特許審査連携及び交流

における、大きなステップアップである。 

 

 2012 年 4 月 11 日、亞東関係協会と日本交流協会は日本台湾間における特許ハイウ

ェイ覚書を交わして、日台特許審査ハイウェイ（PPH）について連携することとし、

これにより双方の特許主務機関が相互に検索や審査結果を利用して、特許出願審査の

スピードアップ及び特許審査の質の向上を図ることとなった。 

  

日台 PPH が正式に試行された後は、特許出願人が先ず日本で最初に特許を出願し、

次に優先権を主張して台湾で特許を出願する場合、もし日本特許庁（JPO）の審査に

より 1項目以上の請求項が特許査定を受けているなら、出願人はこれに基づいて台湾

知的財産局に加速審査（早期審査に相当）を請求することができるようになる。同じ

く、台湾で最初に特許を出願し、なお且つ日本特許庁（JPO）に特許を出願して台湾

の優先権を主張した場合も、台湾知的財産局の審査により 1項目以上の請求項が特許

査定を受けているなら、JPO に早期審査を請求することができるようになる。 

  

現行の「発明特許加速審査作業方案」（AEP）でも、出願人が日本特許庁（JPO）の

特許査定もしくはその審査意見通知書及び検索報告を以って台湾で加速審査を請求

することはできたが、日台 PPH の連携では更に一歩進んだより速やかなルートが確立

されることになる。なお、PPH 制度は、出願人が JPO の特許査定を受けてから台湾で

加速審査を請求する際に、必ず台湾における特許請求の範囲を JPO が査定した特許請

求の範囲と完全に同一とするか、もしくは更に縮減して補正しなければならないと規

定しており、なお且つその後の補正（訂正）も必ずこの条件に合致していなければな
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らないと規定している。つまり PPH は AEP よりも適用条件が厳しくなっているので、

台湾知的財産局の審査コストも相対的に経済的になっている。その為、出願から審査

結果通知までの期間が、PPH による出願では僅か 1.1 ヶ月となり、AEP の 2.5 ヶ月に

比べてよりスピーディーになる見込みである。 

  

この外、迅速に台湾で特許を取得した後に、更に PPH 締結国（米国、日本）に対し

速やかな審査を求めていこうという産業界の呼びかけに応え、台湾知的財産局は

TW-SUPA プログラム（特許審査ハイウェイ協定の利用サポートプログラム（TW-Support 

Using the PPH Agreement）の略称）を打ち出し、同一特許について先ず台湾知的財

産局に出願した場合、審査をスピードアップし、当該特許の日本出願後 6ヶ月以内に

出願人が審査結果を受取れるよう審査期間を大幅に短縮し、その一方、台湾知的財産

局の審査により特許査定を受けた後にも、また PPH を利用して日本特許を早期取得で

きるよう便宜を図っている。 

  

日台の貿易関係は極めて密接で、外国の中でも日本は台湾での専利（特許、意匠、

実用新案を含む）出願が最も多い国であり、昨年（2011 年）は 13,366 件でトップと

なっている。なお且つ特許については、日本による昨年（2011 年）の出願件数が 11,833

件に達しており、これは新記録樹立となったばかりでなく、2010 年の 9,984 件と比べ

ても 18.5%の伸びを示したが、一方、台湾人の日本における特許の年間出願件数も 3

千件以上に上っている。日台間で PPH の連携が行われれば、両国の特許出願人にとっ

ても、スピーディーな審査ルートとしての選択肢が増えるので、出願人の期待に応え

られるものになるだろう。なお、産業別に言うと、日台双方の出願においては電子、

重工業、化工（学）及び医薬等の区分が多くを占めており、これらの産業界も今回の

PPH 試行により恩恵を受ける見込みである。 

  

PPH ミニ知識： 

PPH とは、二番目の出願先が最初の出願先の審査結果を利用することで、同一特許の

出願の審査を迅速化するものであり、これにより山積している特許出願案件の一掃処

理及び特許審査の質の向上が期待される。PPH は特許主務機関が審査結果を相互利用

することで、重複審査作業を減らす連携モデルであるが、但し、出願案件が最初の出

願先で特許査定を受けたからと言って、次の出願先も当然特許査定するというもので

はない。 

  

「特許 PPH 審査申請書」及び関連情報は台湾知的財産局ウェブページをご参照：

http://www.tipo.gov.tw/ch/ArtHtml_Show.aspx?ID=4cae1101-befa-478f-9ef9-9bca

cede3301&path=4282， 

JPO ウェブページでも PPH 情報を公開中 

http://www.jpo.go.jp/cgi/link.cgi?url=/torikumi/t_torikumi/patent_highway.h

tm 

http://www.tipo.gov.tw/pph
http://www.tipo.gov.tw/pph
http://www.jpo.go.jp/cgi/link.cgi?url=/torikumi/t_torikumi/patent_highway.htm
http://www.jpo.go.jp/cgi/link.cgi?url=/torikumi/t_torikumi/patent_highway.htm
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四、TIPLO のご紹介とアピール点 

（1）ご紹介 
１．TIPLO 組織構成、立地、環境等関連情報 

台湾国際専利法律事務所 （Taiwan International Patent & Law Office ･ TIPLO） 

は 1965 年林敏生弁護士を始めとする知的財産の法律及び技術分野の専門家によって

創立されました。以来、顧客の法的権益を最大限に保障する指針を実践しながら、台

湾でも最大規模の知的財産関係の法律事務所の一つとして成長して来ました。また、

知的財産関係法務のほか、法律訴訟業務全般をも兼ね合わせて、ジェネラル・ローフ

ァームとして会社法務、国際取引、契約紛争事件等を巡る調停や民事と刑事訴訟の代

理業務に携わっております。 

 

TIPLO は台北市の中心部に位置し、事務所の総面積は 3200 坪余りです。各部門は

完全にコンピュータ化され、マイクロ・コンピュータ・システムによる高機能設備と

ソフトアプリケーションは、台湾の特許及び商標公告と公開資料等の書誌事項のデー

タベースや多言語技術用語電子データを始め様々な電子化データを保有し活用して

います。これらのデータベースは、所内業務管理や顧客の要請など様々なニーズに応

えられるよう、常勤コンピュータ・プログラマーにより管理・運営されております。 

 

TIPLO には 270 余名の常勤スタッフが在籍し、その多くは中国語、英語、日本語に

堪能であるばかりでなく、地元の台湾語も話せます。日本語が堪能なものは 80 名ほ

ど、英語が堪能なものは 70 名ほども居り、顧客と随時書面や口頭でやり取りする窓

口となる代表メンバーは、特に日本や欧米に 2年間から 10数年間留学などで滞在経

験のあるベテランの所員がなるので、多様化が進む渉外事件の円滑な処理に役立つも

のと思われます。76 名ほどのパテントエンジニアと 20 数名の弁護士・弁理士のうち、

20 名ほどは台湾大学出身であるほか、東京大学、京都大学、北海道大学、秋田大学、

広島大学、ワシントン大学、フランクリン・ピアース・ロー・センターなどの名門学

府に留学し、各専攻分野の修士号を取得したものも数名おります。 

 

知的財産権業務を中心に、企業に役立つ法律業務を全般的且つ効率的にチームワー

クによってサポートできるように、TIPLO は特許部、商標部及び法律訴訟部の三大部

門を有しています。TIPLO は特許部、商標部及び法律訴訟部の三大部門を有していま

す。 

 

特許部 

特許出願をはじめとする権利化関連業務は、TIPLO の主力業務となっております。

特許部は電気工学、機械工学、化学工学、生化学工学、分子生物学、バイオテクノロ

ジー、半導体及びコンピュータ・テクノロジーなど専門技術分野の人材を 70 数名ほ

ど擁して年間約 5500 件ほどの出願を手がけています。その中には博士 3名、修士 40

名が含まれています。60名ほどの事務管理スタッフからなる特許出願部が厳密に出願

進捗を管理する一方、技術専門家が実体上の技術関連業務に専念し、この効率的な分

業組織による業務遂行体制は、高い成果を上げています。特許部は、特許調査依頼、

特許明細書の作成と翻訳等の特許出願業務、審査段階の中間処理（関係書類の作成、

処理手続の遂行、審査官との面談及び台湾特許庁での閲覧・抄録調査等を含む）、特

許有効性の評価、無効審判請求、並びに不服申立て又は侵害鑑定などを全面的にサポ

ートします。 
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商標部 

内外企業による商標権の重視と出願及び紛争事件の増加と共に、創業以来の中核業

務の一環として成長してきた商標部は、出願の段階から法律専門家が参与して、常に

顧客の権利について最大限の保障を確保していると好評を受けております。TIPLO は

四十数年来の商標に関する実務経験を生かし、顧客のグローバルなビジネスに貢献で

きる商標権利化と権利活用事業を周到に推進しております。 

商標部は調査事件、商標出願業務、審査段階の中間処理（関係書類の作成、処理手

続の遂行、審査官との面談及び台湾特許庁での閲覧・抄録調査等を含む）、商標権（存

続期間）管理・更新出願の代行、異議申立て、無効審判請求、取消審判請求並びにそ

の不服申立又は侵害鑑定などの全てを取扱っております。 

 

法律訴訟部 

多様で豊富な人材を抱え、TIPLO は知的財産権関連業務の他、民事・刑事訴訟、商

事仲裁、不正競争事件、会社投資、金融証券・保険、国際取引、労働法、不動産など

に関する法務も手がけています。法律訴訟部の主力業務の一環としての知的財産権の

権利行使（模倣品対策の提供、訴訟提起前の評価、対策及び準備・証拠収集と証拠保

全・侵害有無の判断・前案検索及び特許有効性の評価、警告書の送付・暫定的状態を

定める仮処分・仮差押、訴訟手続全般、損害賠償請求、被疑侵害者側の防御）は、調

査、ポリスレード、告訴はもとより、正式な民事刑事訴訟の提起などに至るまで、特

許の技術専門家或いは商標業務のベテランとの緊密な協力体制に基づいて、専門家同

士のチームワークをフルに生かし顧客の最大利益の確保を常に実践しております。 

 

詳しくは TIPLO 概要紹介と事務所案内または TIPLO 

http://www.tiplo.com.tw をご参照頂ければ幸いです。 

 

http://www.tiplo.com.tw/
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TIPLO Attorneys-at-Law         組織及び業務内容 

知的財産部門 
特許部 
特許部              

日本部  欧米部      

第1セクション：化学・医薬・微生物 

第2セクション：機械・意匠 

第3セクション：電気・電子・半導体 

出願部 

日本部  欧米部            

・内外特許（発明特許、実用新案及び意匠）の出願業務代理（明

細書の起案、翻訳、図面の作成及び所要書類の整備など）及び

特許関連調査 

・特許出願全般手続きの代理；出願審査段階での修正、訂正、補

充説明、拒絶理由への答弁対応、面接の申込及び協力等 

・出願権利譲渡、各種権利名義変更登録及び実施許諾契約の登録 

・無効審判請求及び訴願、行政訴訟など行政救済手続きの提起及

び答弁対策の提供 

・特許侵害事件の関連調査並びに技術鑑定と報告 

・特許有効性の評価、加速審査請求、特許権権利の回復、特許権

の権利期間延長及び情報提供 

 

法律部門 
法律訴訟部 
・民事、刑事及び行政法関係の訴訟及び法律問題の処理 

知的財産権権利行使関連事案の処理及び証拠収集調査・告訴と

訴訟の提起、捜査と押収等の実行ならびに他社権利行使への答

弁対策 

・模倣品対策の提供、訴訟提起前の評価、対策及び準備・証拠収

集と証拠保全・侵害有無の判断・前案検索及び特許有効性の評

価、警告書の送付、暫定的状態を定める仮処分、仮差押、訴訟

手続全般、損害賠償請求、被疑侵害者側の防御 

・不正競争に関する法律事案の処理及び訴訟提起 

・不動産の調査及び保証契約などの関連法務 

・労使労務関係法務 

・債権行使・ＬＣ関連法務・金融、証券及び保険法務 

・各種契約関連法務・国際貿易及び会社・商事法務 

・会社設立及び投資認可に関するアドバイス及び手続きの代理、 

企業合弁・外国人現地投資・請負契約など企業プロジェクト関

連法務 

・技術提携契約の起案・ライセンシングプロジェクト関連の交渉、

及び各種知的財産権・特許職務発明や秘密保守契約関連法務に

関するアドバイス及び履行管理業務 

・税関における特許・商標及び著作権益保護措置執行 

商標部  
日本部  欧米部 

・内外商標の出願業務代理（指定商品に関するアドバイスの提供、

図面の作成及び所要書類の整備等並びに出願の提出）及び他者

出願状況、商標ネーミングなどの関連調査 

・商標出願手続き全般の代理；出願審査段階での補正、補充説明、

拒絶理由への答弁対応等 

・出願権利の譲渡、各種権利の名義変更登録及び使用許諾契約の

登録 

・商標権（存続期間）管理、更新出願の代行 

・異議申立て、無効審判請求及び訴願、行政訴訟など行政救済手

続きの提起及び答弁対策の提供 

・商標出願事前調査及び侵害事件関連調査並びに鑑定  

 

総務年金部 
・人事管理・設備管理・通信管理（受信及び発信全般） 

・コンピュータによる特許・実用新案・意匠の年金管理サービス

の提供 

・送金・入金管理及び通知業務・財務全般統括管理 

 

コンピュータ部 

・TIPLO 所有の台湾に於ける特許及び商標公告資料のデジタルデ

ータベース化・アップデート・各種駆動アプリケーションの編

集創作 

・TIPLO 所内全業務のコンピュータ管理システムの構築及び整備

業務とコンピュータ顧客管理システムの構築及び整備 

著作権部 

・著作権の登録出願及び関連情報の提供 

・著作権をめぐる訴願及び行政訴訟など行政救済手続きの提起及

び答弁対策の提供 

・著作権をめぐる権利範囲認定意見の提供、侵害事件の関連調査

並びに鑑定 

・コンピュータソフトウェアの保護及び関連情報提供 

 

情報・出版室 

・TIPLO所蔵全図書情報管理業務・TIPLO所内情報整理及び広報流

通システムの整備 

・台湾における主要産業の動向追跡及び関連情報収集管理・ライ

センス・プロジェクト関連情報調査及び分析サービスの提供 

・諸法規改正状況のアップデート及び判例情報の収集 

・諸法律及びＩＰ専門誌の定期購読及び裁判判決データべース化 

・政府機関紙の内容分析及び報道 

・TIPLO ウェブサイト整備、法律評論誌「TIPLO Review」 及び電

子ニュース「TIPLO News」の編集及び出版業務  
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（2）アピール点 

１．TIPLO の主な特徴 

（１）「実績と安心及び最高のビジネスサポートを提供する」  

（２）特許、商標の出願業務を始め、著作権の侵害訴訟と解決紛争事件の先端 

的担い手として、大勢の専門人材を確保した IP専門多角化事務所であ 

る。特許業務では医薬化学微生物グループ、電子半導体グループと意匠機械 

グループによって、全技術分野を周全にカバーしている。    

（３）台湾に於ける知的財産権を中心とする代表的な国際法律事務所である。 

（４）シンプルな組織、明朗な社風、自社資産による堅実運営で信頼いただけ   

   る事務所である。 

（５）優れたコンピュータシステムによる業務管理。 

（６）IP業界の進化と共に、人材の育成と募集、及び情報技術の向上とラン 

   ニングコストの管理が次第に喫緊な課題になりつつある。従来の業務、 

人事及び財政安定重視の経営体制の上、チームワークによる戦力をそが 

ない範囲内での制度改革も徐々に推進している。経営体質に関しては業 

界においてトップクラスになると思量するが、市場状況の変化と時代の 

要請に合わせて穏便な改革を進めてゆく所存である。  

 

２．クライアントに対する提案力――TIPLO の情報提供 

（１）出願人に関連が深い、関心を示しているような知財情報の提供につい  

   て 

特許調査のほか、依頼人の役に立つ情報の収集、調査および報告を提 

供するサービスがある。例えば 

1 特定当事者係争（訴訟）案件の追跡調査； 

2 特定テーマ関連の係争案件判決情報の収集及び調査、報告の提供； 

3 特許侵害鑑定意見報告、特許有効性意見報告、などの報告書の作成と意見

提供； 

4 特定係争案件ファイル資料の閲覧と内容分析、報告の提供； 

5 審査官に対する状況確認又は対応方法の交渉； 

6 その他依頼人から委託を受けた情報収集や調査事項。 

などのサービスが提供されている。 

 

（２）TIPLO は台湾を中心とする IP の法制度、法改正及び実務動向を巡る最新情報

を、TIPLO NEWS、TIPLO 特報などで毎月若しくは随時電子形式で発信している。 

 

また、台湾に於ける特許、商標、著作権及び公平取引法等主要 IP分野の代表的な

訴訟事件、紛争事案の裁判判決、各種案件の出願、公開、公告と紛争事件の統計資料、

及び実務見解と趨勢に関して、明瞭に開示した「台湾 IP 年次判決実務動向及び統計

資料集」も毎年一回以上出版している。随時更新の場合は TIPLO ウェブサイト

www.tiplo.com.tw にてのみ更新している。 

 

尚、2013 年度の台湾 IP 法制度及び実務の実情を紹介する資料として、弊所にて

「2013 年度台湾特許及び商標実務案内及び改正特許法と改正商標法紹介」を始め、新

たに出版物を取りまとめている。 

又、重要な法律改正、制度改正及び関連基準や実務見解の改定などがあった場合、

まとめてセミナー若しくはウェブサイトのセミナー開催により、顧客にご紹介してい

る。 

http://www.tiplo.com.tw/
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（３）テレフォン会議又はテレビ会議の勧め 

 個別案件の打合せは、訪問会議の形式の他、テレフォン会議若しくはテレビ会議の

設備も完備しており、ご利用可能である。 

 

なお、先般弊所は「2013 年度台湾 IP セミナー・懇親レセプション」を去る 4月 10

日東京帝国ホテルにて開催いたしました。お蔭をもちまして 380 名様ほどのご参加を

頂きまして、大変有意義な催しとなりました。資料の補充と記録として、当日セミナ

ーで使用したテキスト(PPT スライド)、ご参加者の質問回答、及び進行の模様を写し

たフォトギャラリーを弊所ウェブサイト(www.tiplo.com.tw/日本語/セミナー/TIPLO 

2013 年度台湾 IP セミナー)に掲載しましたので、一つご覧頂ければ幸いでございま

す。 

 

以上、ご報告申し上げます。 

 

是非とも旧来の協力関係に基づき、引続きご厚誼、ご鞭撻賜りますようお願い申し

上げます。 

 

皆様の一層なるご活躍とご健勝更には、貴所の益々のご繁栄をお祈り申し上げます。 

 

 先ずは資料のご送付に際しご挨拶申し上げます。  

敬具 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※日本弁理士無名会台湾研修実務討論会 Q&A．TIPLO の部 20131122 
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